
住宅・建築物安全ストック形成事業の拡充

■ 内容
（１）天井のみの耐震改修工事の補助対象化

○ 補助対象：
① 対象となる天井

a．用途が次のいずれかであること
・固定された客席を有する劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会場等
・防災拠点施設（避難所に指定されている体育館、災害応急対策の実施拠点となる

庁舎等）
b．6m以上の高さにある200㎡以上の吊り天井であること
c．耐震診断の結果、天井が脱落する危険性が高いこと

② 対象費用
天井の耐震改修（撤去費用を含む。）工事費

○ 補助率：国費率１１．５％ 防災拠点施設については１／３
○ 補助対象限度額（天井面積当たり）：13,000円/㎡

（２）構造躯体と天井とを併せて耐震改修する場合の単価の設定
構造躯体と天井とを併せて改修する場合は、耐震改修の補助対象限度額に天井面積
あたり13,000円/㎡を加算する。

■ 目的

○ 迅速な避難が困難となる固定された客席を有する劇場、避難所等震災時の機能確
保・安全確保が特に必要施設等について、天井の改修を促進する。

17

２．耐震改修促進法の改正
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圧死・損傷死・
その他 4.4%

不詳
2.0%

焼死
1.1%

溺死
92.4%

焼死
12.8%

不詳
3.9%

建物倒壊による頭部

損傷、内臓損傷、頸部損傷、
窒息・外傷性ショック等

83.3%

住家全潰
10.5%

工場等の被害 1.4%

火災
87.1%

流失埋没
1.0%

東日本大震災

約９割が津波により死亡

阪神・淡路大震災

約８割が建物倒壊により死亡

関東大震災

約９割が火災により死亡

死者 15,882名
行方不明者 2,668名

(H25.3.11現在)

(H23.4.11現在)

（出典）内閣府「平成23年版防災白書」

死者 6,434名
行方不明者 3名

（出典）「神戸市内における検死統計（兵庫県監
察医、平成7年）」

（出典）日本地震工学会「『日本地震工学会論文集
vol.4Sept, 2004』関東地震（1923年9月1日）に
よる被害要因別死者数の推定、諸井孝文、武村
雅之」

死者・行方不明者
105,385名

過去の大震災の被害の状況

19

南海トラフ巨大地震の被害想定

○南海トラフ巨大地震の被害想定（平成２４年８月２９日）において、最大で建物全壊焼失棟数２３８万６千棟、死者
３２万３千人と想定されている。

※首都直下地震における被害想定については、現在内閣府により検討中。

■南海トラフ巨大地震被害想定の概
要

死者数（人） 建物全壊焼失棟数（棟）

建物の最大被害の内訳

揺れによる全
壊棟数（棟）

液状化によ
る全壊棟数

（棟）

津波による
全壊棟数

（棟）

急傾斜地崩
壊による全壊

棟数（棟）

地震火災
による焼失

棟数

東海地震(H15) 7,900 ～ 9,200 230,000 ～ 260,000 170,000 26,000 6,800 7,700 50,000

東南海・南海地震
(H15)

12,000 ～ 18,000 330,000 ～ 360,000 170,200 83,100 40,400 21,700 40,600

南海トラフ巨大地震
(H24)

32,000 ～ 323,000 940,000 ～ 2,386,000 1,346,000 134,000 154,000 6,500 746,000

■被害想定の比較

全壊及び焼失棟数 死者

東海地方が大きく被
災するケース

954 千棟～2,382 千
棟

80 千人～323 千人

近畿地方が大きく被
災するケース

951 千棟～2,371 千
棟

50 千人～275 千人

四国地方が大きく被
災するケース

940 千棟～2,364 千
棟

32 千人～226 千人

九州地方が大きく被
災するケース

965 千棟～2,386 千
棟

32 千人～229 千人

10



建築基準法構造関係規定の主な改正経緯

昭和２５年／建築基準法制定

昭和３４年政令改正／法施行後約１０年経過を踏まえた法令全体の見直し

・木造建築物の必要壁量の基準の強化 等

昭和４６年政令改正／靭性（粘り強さ）の確保とせん断補強

・鉄筋コンクリート造の柱の帯筋の基準の強化

・木造建築物の必要壁量の基準の強化 等

昭和５６年政令改正／新耐震基準の導入 ・大規模な地震動に対する検証を行う２次設計の導入

・木造建築物の必要壁量の基準の強化 等

平成７年 耐震改修促進法 制定

平成１２年法律・政令改正／性能規定化
・技術基準の性能規定化（限界耐力計算の導入） 等

平成１９年法律・政令改正／建築確認・検査の厳格化

・構造計算適合性判定制度の導入、構造計算の基準の明確化 等

平成１７年 構造計算書偽装問題

新耐震設計法の開発（～昭和５２年）

規制緩和の要請

鉄筋コンクリート造建築物の被害多数

ピロティ形式や偏心の著しい建築物等に被害

新耐震基準以前の建築物や施工不良建築物の多くが倒壊・崩壊

数十年に１度程度発生する中地震に対してほとんど損傷しないことを検証

数十年に１度程度発生する中地震に対してほとんど損傷しないことの検証に加えて、
数百年に１度程度発生する大地震に対して倒壊・崩壊しないことを検証

平成１６年 新潟県中越沖地震

平成１８年 耐震改修促進法 改正

液状化被害

・多数の者が利用する建築物への指導・助言、指示

・耐震改修計画の認定制度 等

・耐震改修促進計画の策定（耐震化率目標の導入）

・指示に従わない場合の公表 等

昭和４３年 十勝沖地震

昭和３９年 新潟地震

昭和５３年 宮城県沖地震

平成７年 阪神・淡路大震災

21

建築基準法の耐震基準の概要

○許容応力度計算（一次設計）

特徴「中規模の地震動でほとんど損傷しない」ことの検証を行う。（部材の各部に働く力≦許容応力度）

⇒数十年に１度程度発生する地震動に対してほとんど損傷が生ずるおそれのないこと。

○保有水平耐力計算（二次設計）※

特徴「大規模の地震動で倒壊・崩壊しない」ことの検証を行う。（保有水平耐力比 Qu／Qun≧１）

⇒数百年に１度程度発生する地震動に対して倒壊・崩壊するおそれのないこと。

大規模地震
阪神・淡路大震災クラス、
震度６強～７に達する程度

一次設計
（旧耐震基準の
チェック部分）

※力を除く（地震後）
と元の状態に戻る

損傷せず

（無被害）

許
容

応
力

度

（
部

材
の

各
部

が
損

傷
を

受
け

な
い

最
大

の
力

）

通常の状態

変形

※力を除いても損傷（変形）は残る
（変形（粘り強さ）により大地震時の入力エネルギーを吸収）

倒壊・崩壊

働く力の大きさ
部材に働く力と変形の関係

中規模地震
（震度５強程度）

二次設計
（新耐震基準で直接検証することとした部分）

※ 二次設計には、保有水平耐力計算の他、より略算的な許容応力度等計算やより高度な構造計算方法である限界耐力計算等がある。

22
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阪神・淡路大震災による建築物等に係る被害

阪神・淡路大震災においては、現在の耐震基準を満たさない昭和56年以前

の建物に被害が集中。

（出典）平成７年阪神・淡路大震災建築震災調査委員会中間報告
※神戸市中央区のJR三宮駅近辺及び主に木造建築物により構成される住宅・商業地域の一定の地域における悉皆調査（923棟）。この調査地域はほぼ

震度７の地域だったと推定される。
※大破：耐力壁に大きなせん断ひび割れが生じて耐力に著しい低下が認められる 等（ただし、倒壊・崩壊には至らないレベル）

中破：耐力壁にせん断ひび割れ、非構造体に大きな損傷が見られる 等
小破：柱・耐力壁の軽微な損傷であり、非耐力壁又は階段室のまわりにせん断ひび割れが見られる 等
軽微：柱・耐力壁・非耐力壁の損傷が、軽微又はほとんど損傷がない 等

大破

（116棟）[15%]

大破（8棟）

中・小破

（288棟）

中・小破

（25棟）[17%]

軽微・無被害

（264棟）

軽微・無被害

（112棟）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
【建築年別の被害状況(建築物)】

[75%]

[5%]

昭和56年以前
(773棟)

昭和57年以降
(150棟)

倒壊・崩壊
（105棟）[14%]

大破（116棟）
[15%]

中・小破
（288棟）[37%]

軽微・無被害
（264棟）[34%]

倒壊・崩
壊

（5棟）
[3%]
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建築物の耐震改修の促進に関する法律の概要(改正前）

・住宅、特定建築物の耐震改修等の目標

・公共建築物の耐震化の目標

・目標達成のための具体的な施策

・緊急輸送道路等の指定

・住宅、多数の者が利用する建築物の耐震化の目標（75％（H15）→少なくとも９割（H27））

・耐震化の促進を図るための施策の方針

・相談体制の整備等の啓発、知識の普及方針

・耐震診断、耐震改修の方法（指針）

地震に対する安全性が確
保される場合は既存不適
格のままで可とする特例

耐震改修計画
の認定

耐
震
改
修
支
援
セ
ン
タ
ー 補助等の実施

・住宅・建築物安全
ストック形成事業

・耐震改修促進税制

支援策

総
合
的
な
支
援

総
合
的
な
支
援

建
築
基
準
法
に
よ
る
改
修
命
令
等

倒
壊
の
危
険
性
が
高
い
場
合

特定建築物

○多数の者が利用する一定規模以上の建築物
学校、病院、劇場、店舗、旅館、賃貸共同住宅、老人ホーム、事務所等

○一定量以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場
火薬類、石油類等を貯蔵する倉庫等

指導・助言対象

○倒壊した場合に避難路を閉塞させる建築物

指示・公表対象

○不特定かつ多数の者が利用する一定規模以上の建築物
病院、店舗、旅館等

○避難確保上特に配慮を要する者が利用する一定規模以上の建築物
小･中学校、保育所、老人ホーム等

○一定規模以上の危険物を取り扱う貯蔵場、処理場

国による基本方針の作成

地方公共団体による耐震改修促進計画の作成

所有者に対して耐震診断・耐震改修の努力義務

平成7年12月25日施行
平成18年1月26日改正施行

罰則
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耐震改修工法

25

耐震化の現状

○ 住宅と建築物の耐震化目標は平成２７年までに９０％ ＜地震防災戦略」H１７年中央防災会議策定＞
さらに住宅は、平成３２年までに９５％（新成長戦略（H２２年６月）、住生活基本計画（H２３年３月）、日本再生戦略（H２４年７月）いずれ

も閣議決定）

○ 耐震化率は平成２０年時点で住宅が約７９％、特定建築物が約８０％ 平成２０年までに達成すべき数値よりも約
２％マイナスで、このままのペースでは目標の達成が困難。

○ 耐震改修促進法の改正や支援措置の拡充による住宅・建築物の耐震化の促進が喫緊の課題。

Ｓ５７以降
耐震性あり

（約１７万
棟）

耐震性あり

（約１０万
棟）

耐震性なし
（約９万棟）

Ｓ５６
以前

Ｓ５７
以降

耐震性あり

（約１３万
棟）

耐震性なし
（約４万棟）

Ｓ５７
以降

Ｓ５６
以前

特定建築物の耐震化の進捗状況

平成２０年 平成２７年（目標）平成１５年

Ｓ５７以降
耐震性あり

（約２１万
棟）

耐震性あり

（約１２万
棟）

耐震性なし
（約８万棟）

Ｓ５６
以前

Ｓ５７
以降

Ｓ５７以降
耐震性あり

（約２３万
棟）

＊特定建築物：学校、病院、百貨店等の多数の者が利用する一定規模以上の建築物

目標：耐震化率 ９割

総棟数 約４０万棟
耐震性あり 約３６万棟
耐震性なし 約４万棟

※平成２７年の推計値

総棟数 約３６万棟
耐震性あり 約２７万棟
耐震性なし 約９万棟

※平成１５年の推計値

耐震化率 約７５％

総棟数 約４１万棟
耐震性あり 約３３万棟
耐震性なし 約８万棟

※平成２０年の推計値

耐震化率 約８０％

平成１５年 → 平成２０年
改修・滅失 約２万棟

※ 平成２７年の棟数は平成
17年に設定したもの。

※ 平成２０年の棟数は、
平成1８年の耐震改

修促進法の改正によ
り特定建築物の対象
範囲が拡大したこと
に伴う増加棟数を含
む。

Ｓ５７以降
耐震性あり

約２８５０万
戸

耐震性あり
約７００万戸

耐震性なし

約１１５０万
戸

Ｓ５６
以前

Ｓ５７
以降

耐震性あ
り

６５０万戸

耐震性なし
５００万戸

Ｓ５７
以降

Ｓ５６
以前

平成２０年 平成２７年（目標）平成１５年

Ｓ５７以降
耐震性あり

約３２５０万戸

耐震性あり

約６５０万
戸

耐震性なし

約１０５０万
戸

Ｓ５６
以前 Ｓ５７

以降

Ｓ５７以降
耐震性あり

約３８００万
戸

住宅の耐震化の進捗状況

目標：耐震化率 ９割

総戸数 約４９５０万戸
耐震性あり 約４４５０万戸
耐震性なし 約５００万戸

※平成２７年の推計値

総戸数 約４７００万戸
耐震性あり 約３５５０万戸
耐震性なし 約１１５０万戸

※平成１５年の推計値

耐震化率 約７５％

総戸数 約４９５０万戸
耐震性あり 約３９００万戸
耐震性なし 約１０５０万戸

※平成２０年の推計値

耐震化率 約７９％

平成１５年 → 平成２０年
建替 約９０万戸
改修 約３０万戸

＊平成22年6月18日に閣議決定された新成長戦略、平成23年3月15日に閣議決定された住生活基本計画、
平成24年7月31日に閣議決定された日本再生戦略では、住宅の耐震化率を平成32年までに95%とする目標を設定。
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49.6

47.8

11.7

10.7

10.4

15.6

耐震診断の費用が高い

診断しても、耐震改修工事ができない

相談する相手がいない

診断結果が悪い場合、資産価値、賃料等が低下
することが心配である

耐震診断の必要性、メリット（利点）がわからない

その他

ｎ=1784

○ 耐震改修をしない要因としては、国や地方公共団体のアンケート等によれば、次のものが挙げら
れる。
① 耐震化に要する費用負担が大きい
② 耐震性があるという認識など、耐震化が不要と考えている
③ 業者の選定が難しい
④ 工法・費用・効果等が適切であるかどうかの判断が難しい
⑤ 工事中の使用が制約されることへの懸念がある（テナント・入居者に迷惑をかけたくないなど）
⑥ 区分所有者の合意形成が難しい

耐震化の阻害要因（課題）

■耐震改修を実施しない理由（複数回答）

１位
２位

３位 (3.91%)

３位

耐震診断は行っていないが耐震性があると思っている

耐震改修にお金がかかる

誰にお願いしてよいかわからない

工法、費用、効果等が適切であるかチェックできない

悪徳業者に対する警戒心がある

自分や家族が住んでいる間に地震は起こらないだろうと考えている

１位
２位

３位

(37.34%)
(6.25%)

(3.13%)

(19.53%)
(19.38%)

(8.59%)

(9.53%)
(8.28%)

(7.34%)

１位
２位
３位

１位
２位
３位

(3.44%)
(14.22%)(11.72%

)

１位
２位
３位

(2.97%)
(4.06%)

１位
２位

(1.41%)
(4.84%) (11.41%

)

○平成23年度国土交通省政策レビュー評価書より

66.1

22.0

17.9

15.9

15.1

11.2

21.2

工事費用が高い

建物に合った改修工法の選定ができない

テナント（借家人）への対応が難しい

信頼できる工事業者の選定ができない

信頼できる相談者の選定ができない

区分所有者の合意形成が難しい

その他

■耐震診断を実施しない理由（複数回
答）

○東京都調べ（緊急輸送道路沿道特定建築物所有者を対象としたアンケート結果）

■耐震改修を実施しない理由（複数回
答）

○横浜市調べ（特定建築物所有者を対象としたアンケート結
果）

※平成21年調査。日本国内に居住する20歳以上の方で、
インターネットを容易に利用でき、国土交通行政に関心が
高く登録されたモニター1,045件のアンケート結果。

※横浜市内の6条1号特定建築物395棟、6条3号特定建
築物345棟の所有者へのアンケート結果。

※平成22年調査。東京都内緊急輸送道路沿道特定建築物2,444棟の所有者へのアンケート結果。
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１．背景
○ 「地震防災戦略」（中央防災会議策定（Ｈ17年））において、住宅及び多数の者が利用する建築物の耐震化目標を平

成２７年までに９０％と設定（平成１５年時点：７５％）。（現行の耐震基準は昭和５６年６月に導入）

○ 耐震化率は平成２０年時点で住宅が約７９％、多数の者が利用する建築物が約８０％となっている。平成２０年までに
達成すべき数値よりも約２％マイナスの状況。

○ 南海トラフの巨大地震や首都直下地震の被害想定で、これらの地震が最大クラスの規模で発生した場合、東日本大
震災を超える甚大な人的・物的被害が発生することがほぼ確実視。
（南海トラフの巨大地震の被害想定（H24.8内閣府）：建物被害約94万棟～240万棟、死者数約3～32万人）

○ 耐震改修促進法の改正や支援措置の拡充による住宅・建築物の耐震化の促進が喫緊の課題。

２．耐震改修促進法の改正の概要

○マンションを含む住宅や小規模建築物等についても、耐震診断及び必要に応じた耐震改修の努力義務を創設。

病院、店舗、旅館等の不特定多数の者が利用する建
築物及び学校、老人ホーム等の避難弱者が利用する
建築物のうち大規模なもの等

都道府県が指定する庁舎、避難所等の防災拠点建築
物

（1）建築物の耐震化の促進のための規制強化

地方公共団体が指定する緊急輸送道路等の避難路沿
道建築物

（※）東日本大震災後の
Ａ市役所の損傷状況

平成27
年末ま
で

耐震改修の指示
（従わない場合には

その旨の公表）

建築基準法による改修命令
等

倒壊等の危険性が高い場
合

耐震診断結果に基づく
耐震改修の促進

地方公
共団体
が指定
する期
限まで

耐震診断の義務化・耐震診断結果の公表

全ての建築物の耐震化の促進

（現行制度）

建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律
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公布：平成25年5月29日
施行：公布後6ヶ月以内
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【新たに認定対象となる増築工事の例】

改修前の
バルコニー幅

増築された
部分

新たに補強

（参考）支援措置の拡充
【平成24年度補正予算】

■耐震診断の義務付け対象建築物に対する重点的・緊急的支援
耐震診断の義務付けの対象となる建築物について、通常の助成制度に加え、国が重点的・緊急的に支援する仕組みを創設

○耐震診断
国：[通常]１／３ ⇒[緊急支援] １／２

【平成25年度予算】

（通常の社会資本整備総合交付金等による国費分を含む助成率）
（上記の他、社会資本整備総合交付金等を活用した既存の耐震補助制度がない地方公共団体の区域においても一定の支援）

■住宅の改修・建替え等に対する緊急支援
・通常の支援（補助率 国：１１．５％等，地方：１１．５％等）に加え、３０万円／戸を追加支援 （国：１５万円／戸，地方：１５万円／戸）

■密集市街地や津波浸水想定区域等に係る避難路沿道建築物の改修・建替え等に対する補助率の拡充等
・密集市街地等の避難路の補助率を拡充（国：１／６，地方：１／６ → 国：１／３，地方：１／３） 等

○耐震改修等
国：[通常] １１．５％，１／３ ⇒[緊急支援]１／３，２／５

【平成25年度税制改正】

■耐震改修促進税制（住宅）の拡充
○所得税（H29まで延長） H26.4～H29.12の控除限度額を２５万円に拡充
○固定資産税（H27まで） 特に重要な避難路沿道にある住宅は２年間１／２減額に拡充

（２）建築物の耐震化の円滑な促進のための措置

耐震改修計画の認定基準の緩和及び容積率・建ぺい率の特例
○新たな耐震改修工法も認定可能になるよう、耐震改修計画の認定制度について対象
工事の拡大及び容積率、建ぺい率の特例措置の創設。

耐震性に係る表示制度の創設
○耐震性が確保されている旨の認定を受けた建築物について、その旨を表示できる制度を
創設。

○耐震改修の必要性の認定を受けた区分所有建築物（マンション等）について、大規模な
耐震改修を行おうとする場合の決議要件を緩和。（区分所有法の特例：３／４→１／２）

区分所有建築物の耐震改修の必要性に係る認定
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